
公益社団法人日本動物用医薬品協会

会員各位

薬事法第2条第14項に規定する指定薬物及び同法第76条の4に規定する

医療等の用途を定める省令の一部改正について(施行通知)

当協会の業務運営につきましては、日頃からご支援、ご協力を頂きお礼申し上げます。

さて、標記のことについて、農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課薬事監視指導班

長より通知がありましたのでお知らせします。

動薬協会発 44 号

平成2 5年5月13日

公益社団法人日本動物用医薬品協会

理事長福井邦顯

(公印省略)



特例社団法人日本動物用医薬品協会専務理事殿

薬事法第2条第14項に規定する指定薬物及び同法第76条の4に規定する

医療等の用途を定める省令の一部改正について(施行通知)

どのことについて、厚生労働省医薬食品局長より別添写しのとおり通知がありました

ので、御留意いただくとともに、貴会会員ヘの周知方お願いします。
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薬事監視指導班長

務

平成2

連

5年5月

絡

9日



農林水産省消費・安全局長殿
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薬事法第2条第14項に規定する指定薬物及び同法第76条の4に

規定する医療等の用途を定める省令の一部改正について(施行通知)

薬食発0430第5号

平成 2 5年4月3 0日

薬事法第2条第14項に規定する指定薬物の指定等については、薬事法第2

条第14項に規定する指定薬物及ぴ同法第76条の4に規定する医療等の用途

を定める省令(平成19年厚生労働省令第14号)にて定めているところ・であ

る。

今般、薬事法第2条第14項に規定する指定薬物及び同法第76条の4に規

定する医療等の用途を定める省令の一部を改正する省令(平成25年厚生労働

省令第64号)が平成25年4月30日に公布されたことに伴い、各都道府県

知事、各保健所設置市長及び各特別区長宛てで、別添写しのとおり通知したの

で、貴職におかれては、御了知の上、関係機関に周知されるようぉ願いする。

厚生労働省医薬食品局長

(公印省略)
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薬事法第2条第14項に規定する指定薬物及.び同法第76条の4に

規定する医療等の用途を定める省令の一部改正にっいて(施行通知)

薬事法(昭和 35年法律第14.5 号。以下 W却という。)第 2条第 14項

に規定する指定薬物の指定等にっいては、薬事法第2条第14項に規定する指

定薬物及び同法第76条の4に規定する医療等の用途を定める省令(平成19

年厚生労働省令第14号)にて定めているところである。

今般、薬事法第2条第14項に規定する指定薬物及び同法第76条の4に規

定する医療等の用途を定める省令の一部を改正する省令(平成25年厚生労働
省令第64号)が別添のと謁り平成25年4月30日に公布されたので、貴職
におかれては、下記事項にっいて御了知の上、・関係.各方面に対tる周知徹底及

び適卸な指導方御配慮願いたい。

薬食発043 0.第2号

平成25年4月3 0日

厚生労働省医薬食品局長

(公印省略)

1 指定薬物の指定

(1)新たに指定された物質

次に掲げる27物質にっいて、中枢神経系の興奮若しくは抑制又は幻覚

の作用(当該作用の維持又は強化の作用を含む。)を有する蓋然性が高く、

かっ、人の身体に使用された揚合に保健衛生上の危害が発生するおそれが

あると認められたととから、法第2条第14項に規定する指定薬物として

指定したこと。

記

@

殿1t各



① N-(1ーアダマンチノレ)-1-(5-フノレオロペンチノレ) IH-

インダゾーノレー3ーカノレボキサミド及ぴその塩類

② N-(1ーアダマンチル)-1-(5-フノレオロペンチノレ)-1H-

インドールー・3ーカルボキサミド及びその塩類

③ 1ーアダマンチノレ(1一ペンチルー1Hーインドールー3ーイル)メ

タノン及ぴその塩類

④ 1ーアダマンチル(1-[(1ーメチノレピペりジン{2ーイノレ)メチ

ノレ]-1Hーインドー'ノレー3ーイノレ}メタノン及びその塩類

⑤ N.ー(1ーアミノー3,3ージメチノレー1ーオキソブタンー2ーイル)

-1-(4-フルオロベンジノレ)-1Hーインダゾールー3ーカノレボキ

サミド及ぴその塩類

⑥ N-(1ーアミノー3,3ージメチノレー1ーオキソブタンー2ーイノレ)

-1一ペンチノレー1Hーインドールー3ーカノレボキサミド及びその塩類

⑦ N-(1ーアミノー3ーメチノレー1ーオキソブタンー2ーイノレ)-1

ーペンチノレー1Hーインダゾーノレー3ーカノレボキサミド及びその塩類
r

⑧ 2-(エチルアミノ)-1-フ.エニノレブタンー1ーオン及びその塩類

⑨キノ.ジンー8ーイル= 1一ペンチノレ(1Hーインドーノレ)-3ーカノレ

ボキシラート及びその塩類

⑩ N, Nージエチルー4ーヒドロキシトリプタミン及びその塩類

⑪ 1-(2,3ージクロロフェニノレ)ピペラジン及びその塩類

⑫ 2-(ジフェニルメチル)ビロリジン及びその塩類

⑬、 2-(ジメチノレアミノ)-1-(4ーメチノレフ=ニル)ブタンー1-

オン及びその塩類

⑭ 2-(ジメチノレアミノ)-1-(3,4ーメチレンジオキシフェニル)

プロパンー1ーオン及ぴその塩類

⑮ナフタレンー1ーイノレ(1一ペンチノレー1H-ービローノレー3ーイノレ)

メタノン及びその塩類

⑯ 2-(ピロリジンー1ーイル)-1-(チオフェンー2ーイル)ペン

タンー1ーオン及びその塩類

⑰ 1-フェニノレー2-(ピロリジンー1・'イノレ)ブタンー1ーオン及び



その塩類

⑱[5-(2-フノレオロフェニル)-1一ペンチルー1Hーピローノレー

3ーイノレ](ナフタレンー1ーイノレ)メタノン及びその塩類

⑲[1-(5-フルオロペンチル)-1Hーインドールー3ーイノレ](ピ

リジンー3ーイノレ)メタノン及びその塩類

⑳ 1-<4ーブロモフェニノレ)-2-(メチノレアミノ)プロパンー1-

オン及ぴその塩類

⑳ 2ーメチノレアミノー1-(チオフェンー2ーイル)プロパン及びその

塩類

⑳ 2-(メチノレアミノ)-1-フェニノレペンタンー1ーオン及びその塩

類

⑳ 2-(メチノレアミノ〕-1-(4ーメチノレフェニノレ)ブタンー1ーオ

ン及ぴその塩類

⑳ 2-(メチノレアミノ)-1-(3,4ーメチレンジオキシフェニノレ)

ペンタンー1ーオン及びその塩類

⑳ 5,6ーメチレンジオキシインダンー27ーアミン及びその塩類

⑳ 1-(4ーメトキシフ土ニノレ)-2-'(ジメチノレアミノ)プロパンー

1ーオン及びその塩類

⑳(2ーヨードー5-ーニトロフェニノレ){1-[(1ーメチノレピペりジ

ンー2'ーイノレ)メチノレ]-1Hーインドーノレー3ーイル}メタノン及び

その塩類

※上記27物質のうち、⑭及び⑳の2物質は、海外で流通が確認ざれてい

るが国内での流通は確認されていない物質である。

(2)指定された物質を含む物

(1)に掲げる物質のいずれかを含有する物(ただし、元来これらの物

質を含有する植物を除く。)は指定薬物であり、規制の対象となるとと。

2.医療等の用途の規定

上記1.に示した物質について、次に掲げる用途を法第76条の4に規定

する医療等の用途として定めたとと。



(1)次に掲げる者における学術研究叉は.試験検査の用途

①国の機関

②・地方公共団体及びその機関

③・学校教育法(昭和22年法律第26号)第1条に規定する大学及び高

等専門学校並びに国立大学法人法(平成15年法律第1・12号)第2条

第4項に規定する大学共同利用機関

④独立行政法人通則法(平成11年法律第103号)第2条第1項に規

定する独立行政法人及び地方独立行政法人法(平成15年法律第118
号)第2条第1項に規定する地方独立行政法人

(2)法第69条第4項に規定する試験の用途

(3)法第76条の6第1項に規.定する検査の用途

(4)泥罪鑑識の用途

(5)(D から(4)までに掲げる用途のほか、以下の表の左欄に掲げる物

にあっては、右欄に掲げる用途

1-(2,3ージクロロフ出ニノレ)

ピペラジン、その塩類及びとれらを

含有する物

2-'(ジフェニノレメチノレ)ピロリジ

ン、その塩類及,びこれらを含有する

物

ナフタレン^1ーイル(1一ペンチ

ノレー1Hーピローノレー3ーイノレ)メ

タノン、その塩類及びこれらを含有

する物

(2ーヨードー5ーニトロフェニノレ)

{1-[(1ーメチノレピペりジンー

2」イル)メチル]-1Hーインド

ールー3,ーイ'ノレ}メタノン、その塩

類及びこれ.らを含有する物

元素又は化合物に化学反応を起こさ

せる用途

元素叉は化合物に化学反応を起こさ

せる用途

(6)(1)から(5)までに掲げる用途のほか、厚生労働大臣が人の身体に

学術研究又は試験検査の用途(ただ

し、第1号に掲げる者における場合

を除き、かつ、人の身体に使用する

場合以外の場合に限る。)

学術研究又は試験検査の用途(た・だ

し、第1号に掲げる者における場,合

を除き、かつ、人の身体に使用する

場合以外の場合に限るD



対する危害の発生を伴うおそれがないと認めた用途

施行期日

公布の日(平成25年4月30日)から起算して30日を経過した日

(平成2 5年5月3 0 田から施行するとと。
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